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１ 調査の概要 

 

【調査の目的】 

本市では、男女があらゆる分野で支え合い、個性と能力を発揮できる「男女

共同参画社会」の実現のため、平成 17 年度に「安芸高田市男女共同参画プラン」

を策定し、平成 21 年度には「男女共同参画都市宣言」を行うなど、さまざまな

取り組みを推進している。 

社会環境の変化や新たな課題に対応するため、事業所における職場の男女共

同参画に関する取り組みの実態や問題点、意見等を調査し、今後、事業を推進

していく上での基礎的な資料とすることを目的として実施した。 

 

【調査対象】 

市内に所在する事業所 

 

【調査方法】 

郵送配布、郵送回収 

 

【調査期間】 

平成 23 年（2011 年）11 月 15 日（火）～11 月 29 日（火） 

 

【回収結果】 

配布数 -------- 387 件 

有効回収数 ---- 189 件 

有効回収率 ---- 48.8％ 

 

■回答事業所の業種別内訳

件数 構成比％ 続き 件数 構成比％

標本数 189 100.0 標本数 189 100.0

農林漁業 5 2.6 不動産業・物品賃貸業 0 0.0

鉱業 0 0.0 学術研究・専門・技術サービス業 1 0.5

建設業 29 15.3 宿泊業・飲食サービス業 3 1.6

製造業 39 20.6 生活関連サービス業・娯楽業 2 1.1

電気・ガス・熱供給・水道業 2 1.1 教育・学習支援業 15 7.9

情報通信業 0 0.0 医療・福祉 19 10.1

運輸業・郵便業 12 6.3 サービス業 14 7.4

卸売業・小売業 24 12.7 その他 9 4.8

金融業・
保険業 13 6.9 無回答 2 1.1

※問１回答結果より  
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【報告書の見方について】 

（１）集計は小数点以下第２位を四捨五入している。従って回答比率の合計は必ず

しも 100％にならない場合がある。  

（２）２つ以上の回答を要する（複数回答）質問の場合、その回答比率の合計は 100％

を超える場合がある。  

（３）数表、図表、文中に示すＮは、比率算出上の基数（標本数）である。全標本

数ベースを示す「全体」を「Ｎ」、該当数ベースを「ｎ」で標記している。 

（４）図表中におけるクロス集計結果については、該当する属性等の設問に対する

無回答者（例えば、事業所規模別でクロス集計する場合における事業所規模の

無回答者）を除いて表記しているため、属性ごとの基数の合計と全体の基数は

同じにならない場合がある。  

（５）図表中においては見やすさを考慮し、回答割合が極端に尐ない数値（例：0.0％、

0.1％など）は図中では表記していない場合がある。  

（６）この他、個別に参照事項がある場合は、本報告書の該当箇所に適宜記載した。  
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２ 回答事業所の属性 

 

１．事業所の形態 

回答事業所の形態は「単独事業所（以下「単独」と表記）」が 51.9％、「支社・

支店・支所（以下「支社」と表記）」が 34.9％、「本社・本店・本所（以下「本

社」と表記）」が 11.6％となっている。 

問２．事業所形態

無回答
1.6%

単独事業所
51.9%

本社・本店・本所
11.6%

支社・支店・支所
34.9%

全体(N=189)
 

 

２．従業員規模 

従業員規模は、「10 人未満」が 36.5％、「10～29 人」が 28.6％で、合計する

と『30 人未満』が６割以上となっている。 

形態別では、単独では「10 人未満」が過半数を占めており、一方、支社で「300

人以上」の割合が高くなっている。 

問３．事業所全体の従業員規模

36.5

28.6

9.0 10.1

4.8
0.0 1.1

10.1

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

10人未満 10～29人 30～49人 50～99人 100～149人 150～199人 200～299人 300人以上

全体(N=189)
（％）

 

問３．事業所全体の従業員規模（事業所形態別）

52.0

27.6

11.2
7.1

2.0 0.0 0.0 0.0

22.7 22.7

9.1

18.2
13.6

0.0 0.0

13.6
18.2

30.3

6.1
12.1

6.1
0.0

3.0

24.2

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

10人未満 10～29人 30～49人 50～99人 100～149人 150～199人 200～299人 300人以上

単独(n=98) 本社(n=22) 支社(n=66)

（％）
単独：単独事業所

本社：本社・本店・本所

支社：支社・支店・支所

（以下同様）

【形態別】
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３．雇用形態別従業員数 

回答実数値から雇用形態の構成比をみると「正規従業員」が 61.2％、「パート・

アルバイト」が 33.5％、「派遣・その他」が 5.3％となっている。 

性別では、女性に比べて男性で「正規従業員」の割合が高く、一方、女性で

「パート・アルバイト」の割合が比較的高い。 

 

問４．雇用形態別従業員数の性別構成比

82.4

38.3

12.3

56.4

5.3

5.3

61.2 33.5 5.3合計(N=8960)

男性(n=4649)

女性(n=4311)

正規従業員 パート・アルバイト 派遣・その他
（％）

【性別】

パーセンテージは、回答実数値による構成比

N=8960

実数値は「Q4全体表」シートにあり。

注：パーセンテージは、回答された数値の合計値による構成比であり、事業所の件数（N=189)ではない。
   

 

雇用形態別平均従業員数をみると、全体で正規従業員の男性は平均 22.1 人、

女性は平均 10.6 人、パート・アルバイトの男性は平均 6.8 人、女性は平均 22.3

人であり、平均人数で男性の正規従業員は女性の約２倍、女性のパート・アル

バイトは男性の３倍以上となっている。 

形態別では、本社で女性の「パート・アルバイト」の平均人数が多い。 

 

 

■雇用形態別平均従業員数（問４） （平均値：人）

パート・アルバイト

男性 女性 男女計 男性 女性 男女計

全体(N=189) 22.1人 10.6人 30.1人 6.8人 22.3人 24.6人

単独(n=98) 10.1人 5.4人 14.2人 2.4人 4.9人 5.7人

本社(n=22) 56.5人 29.2人 81.7人 16.4人 101.8人 100.2人

支社(n=66) 28.2人 12.5人 36.7人 5.9人 17.0人 20.1人

派遣・その他 全従業者

男性 女性 男女計 男性 女性 男女計

全体(N=189) 4.8人 4.1人 7.2人 25.0人 23.2人 48.2人

単独(n=98) 1.7人 2.1人 2.5人 10.1人 7.3人 17.4人

本社(n=22) 4.9人 3.3人 8.0人 72.0人 91.8人 163.8人

支社(n=66) 6.2人 5.7人 10.5人 32.5人 24.7人 57.2人

正規従業員

形
態
別

形
態
別
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４．管理職人数 

回答実数値から管理職の性別構成比をみると、男性が９割近くを占め、女性

管理職は 11.1％となっている。 

管理職平均人数をみると、全体で男性は平均 5.7 人、女性は平均 1.0 人であ

り、平均人数で男性の管理職は女性の約６倍となっている。 

形態別では「本社」、従業員規模別では「100～300 人未満」で、男性に比べて

女性の管理職の平均人数が尐ない。 

 

 

問２．事業所形態

男性
88.9%

女性
11.1%

合計(N=1107)

※回答実数値による構成比
 

 

■管理職人数（問５）

管理職人数（平均：人） 女性管理職

男性 女性 男女計 比率％

全体(N=189) 5.7人 1.0人 5.9人 11.1

単独(n=98) 2.5人 0.9人 3.0人 19.9

本社(n=22) 15.6人 1.7人 16.9人 7.5

支社(n=66) 6.8人 0.8人 6.7人 8.2

10人未満(n=69) 1.4人 0.7人 1.6人 22.9

10～30人未満(n=54) 2.5人 0.7人 2.8人 17.3

30～50人未満(n=17) 5.1人 1.0人 5.4人 12.6

50～100人未満(n=19) 9.2人 0.8人 9.8人 7.0

100～300人未満(n=11) 9.7人 0.8人 9.6人 7.6

300人以上(n=19) 23.8人 2.5人 24.7人 8.5

※女性管理職比率は回答実数値による構成比

形
態
別

従
業
員
規
模
別
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５．労働組合の有無 

労働組合の有無は、「ない」が 74.1％、「ある」が 24.9％となっている。 

形態別では支社、従業員規模別では 300 人以上で、労働組合が「ある」割合

が高い。 

 

 

問６．労働組合の有無

12.2

13.6

47.0

15.9

25.9

11.8

21.1

9.1

78.9

86.7

81.8

53.0

82.6

74.1

82.4

78.9

90.9

21.1

1.0

4.5

1.4

5.9

24.9 74.1 1.1全体(N=189)

単独(n=98)

本社(n=22)

支社(n=66)

10人未満(n=69)

10～30人未満(n=54)

30～50人未満(n=17)

50～100人未満(n=19)

100～300人未満(n=11)

300人以上(n=19)

ある ない 無回答
（％）

最近、オビグラフの「凡例」を嫌う自治体が目立ってきたので、今回は、敢えて外して
みました。
（文字の左側にも小さく凡例が付いている、等分化された凡例がスタンダードと思わ
れては困るから、といった理由を聞きます。私は個人的にはあったほうがわりやすい
ですが・・・）
しかも、第１セルは「黒ベタ」にしています（これも私の趣味ではないですが）。

【形態別】

【従業員規模別】
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３ 調査結果 

 

【１】女性の積極的活用への取り組みについて  

１．女性の雇用についての変化 

問７．貴事業所では、女性の雇用について、以前と比べ（おおよそ 10 年前）、ど

のような変化があると思いますか。（○印いくつでも） 

 

女性の雇用についての変化は、「特に変化はない」が 38.6％で最も高いが、変

化については「女性の勤続年数が延びた」（28.0％）、「責任ある職務に就く女性

が増えた」（23.3％）の順となっている。 

 

 

問７．女性の雇用についての変化

28.0

23.3

12.7

10.6

10.6

4.2

38.6

2.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

女性の勤続年数が延びた

責任ある職務に就く女性が増えた

女性の採用が増えた

女性が配置される部署が広がった

女性の時間外勤務が増えた

その他

特に変化はない

無回答

（％）

全体(N=189)
 

 

 

 



 8 

 

形態別では、本社はおおむねすべての項目の割合が高く、一方、単独で「特

に変化はない」が過半数となっている。 

従業員規模別では、30～50 人未満で「女性の勤続年数が延びた」、「女性の時

間外勤務が増えた」、50～100 人未満で「女性が配置される部署が広がった」、100

～300 人未満で「女性の採用が増えた」、300 人以上で「責任ある職務に就く女

性が増えた」の割合がそれぞれ高く、従業員の規模によって差がみられる。 

 

 

問７．女性の雇用についての変化（％）

女
性
の
勤
続
年
数
が

延
び
た

責
任
あ
る
職
務
に

就
く
女
性
が
増
え
た

女
性
の
採
用
が

増
え
た

女
性
が
配
置
さ
れ
る

部
署
が
広
が

っ
た

女
性
の
時
間
外

勤
務
が
増
え
た

そ
の
他

特
に
変
化
は
な
い

全体(N=189) 28.0 23.3 12.7 10.6 10.6 4.2 38.6

単独(n=98) 21.4 14.3 6.1 6.1 6.1 3.1 51.0

本社(n=22) 50.0 36.4 22.7 22.7 27.3 4.5 9.1

支社(n=66) 30.3 31.8 19.7 13.6 12.1 6.1 30.3

10人未満(n=69) 14.5 13.0 5.8 4.3 7.2 5.8 50.7

10～30人未満(n=54) 27.8 25.9 13.0 9.3 5.6 1.9 40.7

30～50人未満(n=17) 58.8 23.5 5.9 5.9 23.5 0.0 23.5

50～100人未満(n=19) 47.4 21.1 21.1 31.6 15.8 0.0 26.3

100～300人未満(n=11) 45.5 36.4 27.3 9.1 9.1 18.2 27.3

300人以上(n=19) 21.1 47.4 26.3 21.1 21.1 5.3 21.1

注：表中の「網掛け」は、各クロス集計（形態別、従業員規模別）において最も高い割合を示している。

　（例／形態の場合、単独、本社、支社を比べて最も高い割合に網掛け。）

　但し、回答割合が10％未満の項目、及びｎ数が10未満の項目については網掛けしていない。

　また「無回答」は表記から除外している。

　本報告書においては、以下同様とする。

形
態
別

従
業
員
規
模
別
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２．女性管理職への登用や人材活用にあたっての問題 

問８．女性の管理職への登用や、女性の人材活用にあたって、どのような問題が

ありますか。（○印いくつでも） 

 

女性管理職への登用や人材活用にあたっての問題については、「家事、育児、

介護など家庭の事情で、業務に制約が生じやすい」の割合が 41.3％で最も高く、

次いで「女性自身が昇進や昇格、管理職に就くことを希望しない」（23.8％）、「女

性従業員が尐ない、またはいない」（21.7％）の順となっている。 

 

 

 

問８．女性管理職への登用や人材活用にあたっての問題

41.3

23.8

21.7

11.6

10.6

6.3

5.3

3.2

2.6

1.1

1.1

26.5

1.1

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

家事、育児、介護など家庭の事情
で、業務に制約が生じやすい　　

女性自身が昇進や昇格、管理
職に就くことを希望しない　

女性従業員が少ない、またはいない

管理職になるため必要な知識や
経験を有する女性が少ない　　

防犯上、女性には時間外労働
や深夜労働をさせにくい　　

女性は平均勤続年数が短い

重量物の取り扱いや危険有害業務に
ついて、法制上の制約があること　

上司や同僚、部下となる従業員の
認識や理解が不十分であること　

女性従業員の人材活用に対する社会的
認識や理解が不十分であること　　　

女性の人材活用方法がわからない

その他

特に問題はない

無回答

（％）

全体(N=189)
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形態別では、本社で「防犯上、女性には時間外労働や深夜労働をさせにくい」

の割合が比較的高く、支社で「家事、育児、介護など家庭の事情で、業務に制

約が生じやすい」が半数を占めている。 

従業員規模別では、30～50 人未満と 100 人以上で「家事、育児、介護など家

庭の事情で、業務に制約が生じやすい」や「女性自身が昇進や昇格、管理職に

就くことを希望しない」の割合が高く、100～300 人未満で「女性は平均勤続年

数が短い」や「重量物の取り扱いや危険有害業務について、法制上の制約があ

ること」の割合がやや高い。 

問８．女性管理職への登用や人材活用にあたっての問題（％）

家
事

、
育
児

、
介
護
な
ど
家

庭
の
事
情
で

、
業
務
に
制
約

が
生
じ
や
す
い

女
性
自
身
が
昇
進
や
昇
格

、

管
理
職
に
就
く
こ
と
を
希
望

し
な
い

女
性
従
業
員
が
尐
な
い

、
ま

た
は
い
な
い

管
理
職
に
な
る
た
め
必
要
な

知
識
や
経
験
を
有
す
る
女
性

が
尐
な
い

防
犯
上

、
女
性
に
は
時
間
外

労
働
や
深
夜
労
働
を
さ
せ
に

く
い

女
性
は
平
均
勤
続
年
数
が
短

い

全体(N=189) 41.3 23.8 21.7 11.6 10.6 6.3

単独(n=98) 36.7 16.3 20.4 11.2 5.1 6.1

本社(n=22) 36.4 31.8 27.3 4.5 22.7 4.5

支社(n=66) 50.0 33.3 19.7 15.2 15.2 7.6

10人未満(n=69) 34.8 17.4 20.3 10.1 11.6 5.8

10～30人未満(n=54) 38.9 13.0 20.4 11.1 7.4 5.6

30～50人未満(n=17) 52.9 41.2 17.6 11.8 17.6 5.9

50～100人未満(n=19) 42.1 21.1 42.1 10.5 5.3 5.3

100～300人未満(n=11) 54.5 63.6 18.2 9.1 9.1 18.2

300人以上(n=19) 52.6 42.1 15.8 21.1 15.8 5.3

重
量
物
の
取
り
扱
い
や
危
険

有
害
業
務
に
つ
い
て

、
法
制

上
の
制
約
が
あ
る
こ
と

上
司
や
同
僚

、
部
下
と
な
る

従
業
員
の
認
識
や
理
解
が
不

十
分
で
あ
る
こ
と

女
性
従
業
員
の
人
材
活
用
に

対
す
る
社
会
的
認
識
や
理
解

が
不
十
分
で
あ
る
こ
と

女
性
の
人
材
活
用
方
法
が
わ

か
ら
な
い

そ
の
他

特
に
問
題
は
な
い

全体(N=189) 5.3 3.2 2.6 1.1 1.1 26.5

単独(n=98) 4.1 2.0 4.1 1.0 2.0 34.7

本社(n=22) 0.0 4.5 4.5 0.0 0.0 13.6

支社(n=66) 9.1 4.5 0.0 1.5 0.0 19.7

10人未満(n=69) 2.9 1.4 2.9 1.4 1.4 31.9

10～30人未満(n=54) 1.9 1.9 0.0 0.0 1.9 29.6

30～50人未満(n=17) 11.8 11.8 5.9 0.0 0.0 11.8

50～100人未満(n=19) 10.5 10.5 10.5 0.0 0.0 21.1

100～300人未満(n=11) 18.2 0.0 0.0 9.1 0.0 18.2

300人以上(n=19) 5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 21.1

形
態
別

従
業
員
規
模
別

形
態
別

従
業
員
規
模
別

 

 



 11 

 

３．女性が管理職に就くことについて 

問９．貴事業所では、女性が管理職に就くことについてどのようにお考えですか。 

（○印１つ） 

 

女性が管理職に就くことについては、「意欲と能力のある女性は、管理職に就

いた方がよい」が 67.2％で最も高くなっており、形態別では特に「支社」でそ

の割合は７割以上を占めている。 

一方、従業員規模別では、50～100 人未満で「意欲と能力のある女性は、管理

職に就いた方がよい」の割合が他に比べて低く、「女性の多い職場であれば、管

理職に就いた方がよい」の割合が比較的高い。 

 

 
問９．女性が管理職に就くことについて

62.2

63.6

75.8

62.3

72.2

76.5

42.1

72.7

84.2

4.1

13.6

9.1

2.9

5.6

36.8

9.1

5.3

9.2

9.1

3.0

11.6

9.3

8.2

6.1

8.7

10.5

9.1

7.1

5.8

3.7

5.9

9.1

9.2

13.6

4.5

8.7

7.4

5.9

10.5

10.5

67.2 7.4 6.9

1.9

11.8

6.3

1.5

4.2 7.9全体(N=189)

単独(n=98)

本社(n=22)

支社(n=66)

10人未満(n=69)

10～30人未満(n=54)

30～50人未満(n=17)

50～100人未満(n=19)

100～300人未満(n=11)

300人以上(n=19)

意欲と能力のある女性は、管理職に就いた方がよい

女性の多い職場であれば、管理職に就いた方がよい

どちらかといえば、管理職は男性の方がよい

女性は能力的な問題や、家庭の事情で管理職に就くのが難しい

その他

無回答
（％）

【形態別】

【従業員規模別】
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４．女性人材活用のために取り組んでいること 

問 10．貴事業所では、女性の人材を積極的に活用するために、特に取り組んでい

ることがありますか。（○印いくつでも） 

 

女性人材活用のために取り組んでいることについては、「特に取り組んでいる

ことはない」が 39.7％と最も高いものの、取り組んでいることとしては「業務

に必要な知識や能力、教育や研修を性別に関係なく実施している」が 29.1％で

最も高く、以下「性別により評価することがないよう人事考課基準を明確に定

めている」（20.6％）、「意欲と能力のある女性を積極的に募集・採用している」

（20.1％）、「仕事と家庭を両立するための制度を充実させている」（18.0％）の

順となっている。 

 

 

問10．女性人材活用のために取り組んでいること

29.1

20.6

20.1

18.0

14.3

5.3

4.8

1.1

0.5

2.6

39.7

4.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

業務に必要な知識や能力、教育や　
研修を性別に関係なく実施している

性別により評価することがないよう
人事考課基準を明確に定めている　

意欲と能力のある女性を　　
積極的に募集・採用している

仕事と家庭を両立するため
の制度を充実させている　

女性が提案や発言をしや
すいよう配慮している　

女性を積極的に管理職に登用している

相談窓口を設置している

管理職や従業員に対し女性活用の重要
性についての啓発をおこなっている　

女性の少ない職場や職種に女性　
従業員を配置するよう努めている

その他

特に取り組んでいることはない

無回答

（％）

全体(N=189)
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形態別では、本社と支社で「業務に必要な知識や能力、教育や研修を性別に

関係なく実施している」の割合が高く、また、本社で「意欲と能力のある女性

を積極的に募集・採用している」、支社で「性別により評価することがないよう

人事考課基準を明確に定めている」の割合もそれぞれ高い。一方、単独では「特

に取り組んでいることはない」が半数となっている。 

従業員規模別では、10 人未満で「業務に必要な知識や能力、教育や研修を性

別に関係なく実施している」、「性別により評価することがないよう人事考課基

準を明確に定めている」の割合が低く、「特に取り組んでいることはない」は約

６割に達している。また、30 人未満では「意欲と能力のある女性を積極的に募

集・採用している」の割合が１割前後と低くなっている。 

 

問10．女性人材活用のために取り組んでいること（％）

業
務
に
必
要
な
知
識
や

能
力

、
教
育
や
研
修
を

性
別
に
関
係
な
く
実
施

し
て
い
る

性
別
に
よ
り
評
価
す
る

こ
と
が
な
い
よ
う
人
事

考
課
基
準
を
明
確
に
定

め
て
い
る

意
欲
と
能
力
の
あ
る
女

性
を
積
極
的
に
募
集
・

採
用
し
て
い
る

仕
事
と
家
庭
を
両
立
す

る
た
め
の
制
度
を
充
実

さ
せ
て
い
る

女
性
が
提
案
や
発
言
を

し
や
す
い
よ
う
配
慮
し

て
い
る

女
性
を
積
極
的
に
管
理

職
に
登
用
し
て
い
る

全体(N=189) 29.1 20.6 20.1 18.0 14.3 5.3

単独(n=98) 20.4 13.3 12.2 13.3 14.3 4.1

本社(n=22) 40.9 22.7 31.8 18.2 13.6 13.6

支社(n=66) 39.4 31.8 28.8 25.8 15.2 4.5

10人未満(n=69) 10.1 7.2 10.1 13.0 11.6 0.0

10～30人未満(n=54) 38.9 24.1 7.4 18.5 9.3 5.6

30～50人未満(n=17) 35.3 23.5 35.3 5.9 23.5 5.9

50～100人未満(n=19) 47.4 31.6 36.8 31.6 26.3 15.8

100～300人未満(n=11) 27.3 27.3 45.5 9.1 9.1 0.0

300人以上(n=19) 47.4 42.1 47.4 36.8 21.1 15.8

相
談
窓
口
を
設
置
し
て

い
る

管
理
職
や
従
業
員
に
対

し
女
性
活
用
の
重
要
性

に
つ
い
て
の
啓
発
を
お

こ
な

っ
て
い
る

女
性
の
尐
な
い
職
場
や

職
種
に
女
性
従
業
員
を

配
置
す
る
よ
う
努
め
て

い
る

そ
の
他

特
に
取
り
組
ん
で
い
る

こ
と
は
な
い

全体(N=189) 4.8 1.1 0.5 2.6 39.7

単独(n=98) 0.0 0.0 0.0 1.0 50.0

本社(n=22) 0.0 4.5 4.5 4.5 18.2

支社(n=66) 13.6 1.5 0.0 3.0 31.8

10人未満(n=69) 1.4 0.0 0.0 4.3 59.4

10～30人未満(n=54) 5.6 0.0 0.0 1.9 37.0

30～50人未満(n=17) 5.9 5.9 0.0 0.0 23.5

50～100人未満(n=19) 5.3 0.0 0.0 0.0 15.8

100～300人未満(n=11) 0.0 0.0 0.0 9.1 18.2

300人以上(n=19) 15.8 5.3 5.3 0.0 26.3

形
態
別

従
業
員
規
模
別

形
態
別

従
業
員
規
模
別
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５．女性従業員へ期待する能力 

問 11．貴事業所では女性従業員の採用や管理職登用にあたって、どのような能力

を期待していますか。（○印いくつでも） 

 

女性従業員へ期待する能力については、「責任感」が 64.0％で最も高く、次い

で「協調性」（47.1％）、「指導力」（37.6％）の順となっている。 

形態別では、本社で「社交性」、「独創性」、支社で「責任感」、「協調性」、「指

導力」の割合がそれぞれ高い。 

従業員規模別では、30～300 人未満で「責任感」の割合が高く、特に 100～300

人未満で９割をとなっている。また、50～100 人未満で「指導力」、100～300 人

未満で「専門的知識」、300 人以上で「社交力」、「企画力」、「独創性」の割合が

それぞれ高い。 

 

問11．女性従業員へ期待する能力

64.0

47.1

37.6

24.9 23.3 23.3 22.2
14.8

10.6 10.1
3.7 6.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

責
任
感

協
調
性

指
導
力

専
門
的
知
識

社
交
性

企
画
力

決
断
力

情
報
収
集
力

先
見
性

独
創
性

そ
の
他

無
回
答

全体(N=189)
（％）

 

問11．女性従業員へ期待する能力

責
任
感

協
調
性

指
導
力

専
門
的
知
識

社
交
性

企
画
力

決
断
力

情
報
収
集
力

先
見
性

独
創
性

そ
の
他

全体(N=189) 64.0 47.1 37.6 24.9 23.3 23.3 22.2 14.8 10.6 10.1 3.7

単独(n=98) 57.1 45.9 32.7 28.6 21.4 24.5 22.4 17.3 16.3 4.1 5.1

本社(n=22) 63.6 45.5 40.9 27.3 36.4 27.3 9.1 13.6 4.5 22.7 4.5

支社(n=66) 77.3 50.0 45.5 18.2 22.7 21.2 27.3 10.6 4.5 13.6 0.0

10人未満(n=69) 50.7 50.7 20.3 26.1 29.0 13.0 20.3 17.4 8.7 8.7 7.2

10～30人未満(n=54) 64.8 40.7 42.6 24.1 20.4 37.0 25.9 18.5 20.4 9.3 1.9

30～50人未満(n=17) 82.4 41.2 52.9 29.4 23.5 11.8 11.8 17.6 5.9 11.8 0.0

50～100人未満(n=19) 84.2 52.6 68.4 21.1 10.5 21.1 26.3 5.3 5.3 5.3 0.0

100～300人未満(n=11) 90.9 54.5 27.3 45.5 0.0 0.0 18.2 0.0 0.0 0.0 9.1

300人以上(n=19) 57.9 47.4 47.4 10.5 36.8 47.4 26.3 10.5 5.3 26.3 0.0

形
態
別

従
業
員
規
模
別
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６．ポジティブ・アクションの認知 

問 12．ポジティブ・アクション（積極的改善措置）についてご存知ですか。 

（○印１つ） 

 

ポジティブ・アクションの認知については、「名前も内容も知らない」が 42.3％

で最も高く、次いで「名前は聞いたことがあるが、内容については知らない」

（30.7％）、「内容について知っている」（24.3％）の順となっている。 

形態別では、本社で「内容について知っている」割合が比較的高く、一方、

単独では「名前も内容も知らない」が半数を占める。 

従業員規模別では、50～300 人未満で「内容について知っている」割合が比較

的高く、特に 100～300 人未満では過半数となっている。一方、10 人未満では「名

前も内容も知らない」が 55.1％と高い。 

 

問12．ポジティブ・アクションの認知

21.4

36.4

24.2

14.5

24.1

17.6

47.4

54.5

26.3

26.5

27.3

37.9

26.1

31.5

41.2

31.6

18.2

42.1

50.0

31.8

36.4

55.1

42.6

35.3

21.1

27.3

31.6

2.0

4.5

1.5

4.3

1.9

24.3 30.7 42.3

5.9

2.6全体(N=189)

単独(n=98)

本社(n=22)

支社(n=66)

10人未満(n=69)

10～30人未満(n=54)

30～50人未満(n=17)

50～100人未満(n=19)

100～300人未満(n=11)

300人以上(n=19)

内容について知っている

名前は聞いたことがあるが、内容については知らない

名前も内容も知らない

無回答
（％）

【形態別】

【従業員規模別】
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７．ポジティブ・アクションへの取り組み状況 

問 13．貴事業所では、この「ポジティブ・アクション」に現在取り組んでいます

か。（○印１つ） 

 

ポジティブ・アクションへの取り組み状況については、「わからない」が 42.9％

と最も高いものの、「すでに取り組んでおり、今後も続けていこうと考えている」

と「現在は取り組んでいないが、今後おこなおうと考えている」（各 18.0％）を

合わせると『ポジティブ・アクション積極派』は 36.0％となっており、「現在も

取り組んでおらず、今後もそのような考えはない」は 16.9％となっている。 

形態別では本社で、従業員規模別では 100～300 人未満で、「すでに取り組ん

でおり、今後も続けていこうと考えている」の割合が比較的高い。 

 

 

問13．ポジティブ・アクションへの取り組み状況

13.3

31.8

21.2

8.7

18.5

11.8

31.6

45.5

26.3

19.4

22.7

15.2

21.7

13.0

29.4

15.8

9.1

15.8

23.5

9.1

10.6

20.3

14.8

29.4

10.5

9.1

10.5

40.8

27.3

50.0

46.4

44.4

42.1

36.4

47.4

3.1

9.1

3.0

2.9

9.3

5.9

18.0 18.0 16.9

23.5

42.9 4.2全体(N=189)

単独(n=98)

本社(n=22)

支社(n=66)

10人未満(n=69)

10～30人未満(n=54)

30～50人未満(n=17)

50～100人未満(n=19)

100～300人未満(n=11)

300人以上(n=19)

すでに取り組んでおり、今後も続けていこうと考えている

現在は取り組んでいないが、今後おこなおうと考えている

現在も取り組んでおらず、今後もそのような考えはない

わからない

無回答
（％）

【形態別】

【従業員規模別】
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８．ポジティブ・アクションに取り組む理由 

問 14．（問 13 で１～２と回答された方に）ポジティブ・アクションに取り組むの

は、どのような理由からですか。（主なものに○印３つまで） 

 

ポジティブ・アクションに取り組む理由については、「有能な人材の採用・確

保に役立つから」が 51.5％で最も高く、次いで「労働者及び職場全体の向上に

役立つから」（50.0％）、「男女共同参画社会における企業の社会的責任の一つだ

から」（45.6％）の順となっている。 

 

 

問14．ポジティブ・アクションに取り組んでいる理由

51.5

50.0

45.6

13.2

7.4

5.9

2.9

1.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

有能な人材の採用・確保に役立つから

労働者及び職場全体の向上に役立つから

男女共同参画社会における企業
の社会的責任の一つだから　　

内外の環境変化に対応する企業
の意識改革のひとつだから　　

法律で規定されている義務だから

企業イメージの向上に役立つから

人事労務管理のひとつだから

その他

（％）

全体(n=68)

ｎ尐ない
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【２】育児・介護と仕事の両立支援について  

１．結婚や出産を期に退職する女性の割合 

問 15．貴事業所では、結婚や出産を期に退職を選択する女性がどのくらいの割合

でいますか。あてはまるものに１つ○をつけてください。 

 

結婚や出産を期に退職する女性の割合については、「ほとんどいない」が

72.0％で最も高く、次いで「３割程度」が 11.1％、「５割程度」が 4.8％、「７

割程度」が 3.2％、「ほぼ全員」が 5.8％となっている。 

形態別では、単独で「ほとんどいない」の割合が高く、一方、本社と支社で

は「３割程度」や「ほぼ全員」の割合が比較的高い。 

従業員規模別では、100 人以上で「３割程度」の割合が他に比べて高くなって

いる。 

 

 

問15．結婚や出産を期に退職する女性の割合

9.1

10.6

7.2

5.6

11.8

9.1

6.1

11.8

5.3

4.5

9.1

4.3

7.4

5.3

5.3

6.1

22.7

15.2

4.3

7.4

10.5

27.3

31.6

84.7

54.5

59.1

75.4

74.1

58.8

78.9

63.6

63.2

3.1

9.1

5.8

3.7

2.0

5.8

1.9

2.9

2.0

3.2

2.0

4.8

17.6

11.1 72.0 3.2全体(N=189)

単独(n=98)

本社(n=22)

支社(n=66)

10人未満(n=69)

10～30人未満(n=54)

30～50人未満(n=17)

50～100人未満(n=19)

100～300人未満(n=11)

300人以上(n=19)

ほぼ
全員

７割
程度

５割
程度

３割
程度

ほとんど
いない

無回答 （％）

【従業員規模別】

【形態別】
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２．結婚や出産を期に退職する理由 

問 16．（問 15 で１～２と回答された方に）結婚や出産を期に退職する理由として

最もあてはまると思われるものについて１つ○をつけてください。 

 

結婚や出産を期に退職する理由については、「本人に結婚や出産しても働き続

ける意思が元々ない」、「本人は結婚や出産後も働き続ける意思があるが、家庭

の事情で退職せざるをえない」が各 35.3％と最も高く、次いで「結婚や出産す

れば退職するという慣習や雰囲気がある」（23.5％）の順となっている。 

 

 

問16．結婚や出産を期に退職する理由

35.3

35.3

23.5

5.9

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

本人に結婚や出産しても働き
続ける意思が元々ない　　　

本人は結婚や出産後も働き続ける意思が
あるが、家庭事情で退職せざるを得ない

結婚や出産すれば退職する
という慣習や雰囲気がある

結婚や出産後も働き続けることが
できる制度の整備が十分ではない

その他

（％）

全体(n=17)

ｎ尐ない
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３．育児休業の取得状況 

問 17．平成 22 年度中に育児休業を取得した従業員数を記入してください。 

 

育児休業の取得状況をみると、育児休業を取得した平均人数は男性で平均

0.07 人、女性で平均 1.04 人となっており、男性の育児休業取得者数は非常に尐

ない。 

 

 

問17．平成22年度中に育児休業を取得した従業員数（人）

平均 最小 最大

平成22年度中に配偶者が出産した男性従業員数 0.41人 0人 17人

うち、育児休業を取得した男性従業員数 0.07人 0人 2人

うち、育児休業期間が１年未満で復職した男性従業員数※ 0.03人 0人 1人

うち、育児休業後に復職予定だったが退職した男性従業員数※ 0.00人 0人 0人

平成22年度中に出産した女性従業員数 0.33人 0人 15人

うち、育児休業を取得した女性従業員数 1.04人 0人 15人

うち、育児休業期間が１年未満で復職した女性従業員数※ 0.40人 0人 10人

うち、育児休業後に復職予定だったが退職した女性従業員数※ 0.05人 0人 1人

※予定を含む  
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４．介護休暇の取得状況 

問 18．平成 22 年度中に介護休暇を取得した従業員数を記入してください。 

 

介護休暇の取得状況は、男女とも「０人」が８割近くを占めており、介護休

暇の取得者数はきわめて尐ないことがわかる。 

 

 

問18．平成22年度中に介護休暇を取得した従業員数

79.4

1.6 0.0

19.0

79.4

2.6 0.5

17.5

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

０人 １～９人 10人以上 無回答

平成22年度中に介護休暇を取得した男性

平成22年度中に介護休暇を取得した女性

（％）

平均：男性0.06人、女性0.12人
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５．改正育児・介護休業法の認知 

問 19．平成 22 年６月から改正育児・介護休業法が施行されたことをご存じです

か。（○印１つ） 

 

改正育児・介護休業法の認知については、「改正されたことは知っているが、

内容は知らない」が 41.8％、「改正されたことも、内容も知っている」が 38.6％

となっており、一方「改正されたことを知らない」は 16.4％である。 

形態別では本社で、従業員規模別では 50～100 人未満で、「改正されたことも、

内容も知っている」の割合が比較的高い。 

 

 

問19．改正育児・介護休業法の認知

33.7

63.6

37.9

21.7

38.9

47.1

68.4

54.5

52.6

43.9

22.7

45.5

50.7

38.9

41.2

31.6

27.3

36.8

19.4

9.1

15.2

21.7

20.4

11.8

9.1

10.5

3.1

4.5

1.5

5.8

1.9

9.1

38.6 41.8 16.4 3.2全体(N=189)

単独(n=98)

本社(n=22)

支社(n=66)

10人未満(n=69)

10～30人未満(n=54)

30～50人未満(n=17)

50～100人未満(n=19)

100～300人未満(n=11)

300人以上(n=19)

改正されたことも、内容も知っている

改正されたことは知っているが、内容は知らない

改正されたことを知らない

無回答
（％）

【形態別】

【従業員規模別】
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６．育児・介護しながら働くことについて取り組んでいること 

問 20．貴事業所では、男女がともに育児・介護をしながら働くことについて取り

組んでいることがありますか。（○印いくつでも） 

 

育児・介護しながら働くことについて取り組んでいることは、「特に取り組ん

でいることはない」が 37.6％と最も高いものの、「就業規則に育児・介護に関す

る規定がある」（37.0％）、「育児・介護における休業制度を設けている」（33.3％）、

「勤務時間短縮などの措置を講じている」（31.7％）の割合が比較的高い。 

 

 

問20．育児・介護しながら働くことについて取り組んでいること

37.0

33.3

31.7

20.1

15.9

13.8

7.9

7.9

3.2

0.5

1.1

37.6

3.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

就業規則に育児・介護に関する規定がある

育児・介護における休業制度を設けている

勤務時間短縮などの措置を講じている

学校行事やＰＴＡ行事に参加しや
すい休暇制度を設けている　　　

育児・介護中の従業員に始業・終業
時刻の融通制度を設けている　　　

時間外労働の免除または
制限制度を設けている　

育児等の手当てを支給している

在宅勤務やフレックスタイムなど
柔軟な勤務制度を採用している　

育児・介護休業者への職場復帰
プログラムを実施している　　

事業所内に託児施設を設けている

その他

特に取り組んでいることはない

無回答

（％）

全体(N=189)
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形態別では、本社で「勤務時間短縮などの措置を講じている」「時間外労働の

免除または制限制度を設けている」、支社で「就業規則に育児・介護に関する規

定がある」「育児・介護における休業制度を設けている」の割合がそれぞれ高い。

一方、単独では「就業規則に育児・介護に関する規定がある」「育児・介護にお

ける休業制度を設けている」の割合がやや低く、「特に取り組んでいることはな

い」の割合が高くなっている。 

従業員規模別では、従業員規模が大きくなるほど、「就業規則に育児・介護に

関する規定がある」「育児・介護における休業制度を設けている」「勤務時間短

縮などの措置を講じている」などの割合もおおむね高くなる傾向にある。一方、

10 人未満では、「特に取り組んでいることはない」が過半数となっている。 

 

問20．育児・介護しながら働くことについて取り組んでいること（％）

就
業
規
則
に
育
児
・

介
護
に
関
す
る
規
定

が
あ
る

育
児
・
介
護
に
お
け

る
休
業
制
度
を
設
け

て
い
る

勤
務
時
間
短
縮
な
ど

の
措
置
を
講
じ
て
い

る 学
校
行
事
や
Ｐ
Ｔ
Ａ

行
事
に
参
加
し
や
す

い
休
暇
制
度
を
設
け

て
い
る

育
児
・
介
護
中
の
従

業
員
に
始
業
・
終
業

時
刻
の
融
通
制
度
を

設
け
て
い
る

時
間
外
労
働
の
免
除

ま
た
は
制
限
制
度
を

設
け
て
い
る

全体(N=189) 37.0 33.3 31.7 20.1 15.9 13.8

単独(n=98) 19.4 20.4 22.4 20.4 12.2 8.2

本社(n=22) 45.5 40.9 59.1 22.7 22.7 27.3

支社(n=66) 60.6 50.0 36.4 19.7 18.2 16.7

10人未満(n=69) 18.8 14.5 17.4 18.8 5.8 4.3

10～30人未満(n=54) 35.2 31.5 31.5 16.7 18.5 16.7

30～50人未満(n=17) 41.2 47.1 29.4 23.5 23.5 5.9

50～100人未満(n=19) 52.6 42.1 47.4 21.1 21.1 26.3

100～300人未満(n=11) 54.5 54.5 63.6 27.3 27.3 18.2

300人以上(n=19) 78.9 73.7 52.6 26.3 26.3 31.6

育
児
等
の
手
当
て
を

支
給
し
て
い
る

在
宅
勤
務
や
フ
レ

ッ

ク
ス
タ
イ
ム
な
ど
柔

軟
な
勤
務
制
度
を
採

用
し
て
い
る

育
児
・
介
護
休
業
者

へ
の
職
場
復
帰
プ
ロ

グ
ラ
ム
を
実
施
し
て

い
る

事
業
所
内
に
託
児
施

設
を
設
け
て
い
る

そ
の
他

特
に
取
り
組
ん
で
い

る
こ
と
は
な
い

全体(N=189) 7.9 7.9 3.2 0.5 1.1 37.6

単独(n=98) 7.1 3.1 0.0 0.0 2.0 49.0

本社(n=22) 9.1 13.6 0.0 0.0 0.0 22.7

支社(n=66) 7.6 12.1 9.1 1.5 0.0 25.8

10人未満(n=69) 4.3 2.9 0.0 0.0 0.0 56.5

10～30人未満(n=54) 13.0 13.0 0.0 0.0 1.9 35.2

30～50人未満(n=17) 5.9 0.0 0.0 0.0 5.9 29.4

50～100人未満(n=19) 0.0 15.8 0.0 0.0 0.0 21.1

100～300人未満(n=11) 0.0 9.1 9.1 0.0 0.0 9.1

300人以上(n=19) 21.1 10.5 26.3 5.3 0.0 15.8

形
態
別

従
業
員
規
模
別

形
態
別

従
業
員
規
模
別
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７．仕事と育児や介護との両立支援制度についての問題 

問 23．仕事と育児や介護との両立支援制度の利用を促進しようとする場合、どの

ような問題があると思いますか。（○印いくつでも） 

 

仕事と育児や介護との両立支援制度についての問題は、「育児休業や介護休業

などによる代替要員の確保が難しい」が 46.0％で最も高く、次いで「周りの人

の業務量が増える」（37.0％）、「社会通念上、男性が育児・介護に参加しにくい」

（18.0％）、「休業することによって収入などの面で不安があるため従業員が利

用を望まない」（16.9％）の順となっている。 

 

 
問23．仕事と育児や介護との両立支援制度についての問題

46.0

37.0

18.0

16.9

10.1

9.5

7.4

6.3

4.8

3.2

1.6

1.1

2.6

16.4

10.6

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

育児休業や介護休業などによる
代替要員の確保が難しい　　　

周りの人の業務量が増える

社会通念上、男性が育児
・介護に参加しにくい　

休業することによって収入などの面で不安
があるため従業員が利用を望まない　　　

全体的に休暇取得率が低い

公的及び民間の保育・介護
サービスが不足している　

育児休業や介護休業が　
取りづらい雰囲気がある

両立支援制度の導入に　
伴い、コストが増大する

日常的に労働時間が長い
部門・事業所がある　　

両立支援の効果が、企業と
して数値等で把握しにくい

情報やノウハウ不足により
制度の導入や運用が難しい

育児・介護支援などに関する
管理職の認識が不足している

その他

特に問題となることはない

無回答

（％）

全体(N=189)
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形態別では、支社で「育児休業や介護休業などによる代替要員の確保が難し

い」「周りの人の業務量が増える」、本社で「休業することによって収入などの

面で不安があるため従業員が利用を望まない」「全体的に休暇取得率が低い」の

割合がそれぞれ高い。 

従業員規模別では、従業員規模が大きくなるほど、「育児休業や介護休業など

による代替要員の確保が難しい」「周りの人の業務量が増える」などの割合もお

おむね高くなる傾向にある。また、100～300 人未満では「全体的に休暇取得率

が低い」「公的及び民間の保育・介護サービスが不足している」「情報やノウハ

ウ不足により制度の導入や運用が難しい」、300 人以上では「育児休業や介護休

業が取りづらい雰囲気がある」「日常的に労働時間が長い部門・事業所がある」

の割合がそれぞれ高い。 

問23．仕事と育児や介護との両立支援制度についての問題（％）

育
児
休
業
や
介
護
休
業
な

ど
に
よ
る
代
替
要
員
の
確

保
が
難
し
い

周
り
の
人
の
業
務
量
が
増

え
る

社
会
通
念
上

、
男
性
が
育

児
・
介
護
に
参
加
し
に
く

い 休
業
す
る
こ
と
に
よ

っ
て

収
入
な
ど
の
面
で
不
安
が

あ
る
た
め
従
業
員
が
利
用

を
望
ま
な
い

全
体
的
に
休
暇
取
得
率
が

低
い

公
的
及
び
民
間
の
保
育
・

介
護
サ
ー

ビ
ス
が
不
足
し

て
い
る

育
児
休
業
や
介
護
休
業
が

取
り
づ
ら
い
雰
囲
気
が
あ

る

全体(N=189) 46.0 37.0 18.0 16.9 10.1 9.5 7.4

単独(n=98) 36.7 27.6 19.4 12.2 5.1 7.1 4.1

本社(n=22) 54.5 45.5 13.6 27.3 22.7 13.6 0.0

支社(n=66) 57.6 50.0 18.2 21.2 13.6 12.1 15.2

10人未満(n=69) 40.6 30.4 20.3 18.8 2.9 5.8 8.7

10～30人未満(n=54) 38.9 33.3 13.0 13.0 9.3 7.4 3.7

30～50人未満(n=17) 52.9 35.3 11.8 11.8 5.9 5.9 0.0

50～100人未満(n=19) 52.6 52.6 21.1 26.3 5.3 5.3 0.0

100～300人未満(n=11) 63.6 36.4 18.2 18.2 45.5 45.5 9.1

300人以上(n=19) 63.2 57.9 26.3 15.8 26.3 15.8 26.3

両
立
支
援
制
度
の
導
入
に

伴
い

、
コ
ス
ト
が
増
大
す

る 日
常
的
に
労
働
時
間
が
長

い
部
門
・
事
業
所
が
あ
る

両
立
支
援
の
効
果
が

、
企

業
と
し
て
数
値
等
で
把
握

し
に
く
い

情
報
や
ノ
ウ
ハ
ウ
不
足
に

よ
り
制
度
の
導
入
や
運
用

が
難
し
い

育
児
・
介
護
支
援
な
ど
に

関
す
る
管
理
職
の
認
識
が

不
足
し
て
い
る

そ
の
他

特
に
問
題
と
な
る
こ
と
は

な
い

全体(N=189) 6.3 4.8 3.2 1.6 1.1 2.6 16.4

単独(n=98) 6.1 2.0 4.1 1.0 0.0 2.0 23.5

本社(n=22) 9.1 9.1 0.0 0.0 0.0 0.0 13.6

支社(n=66) 6.1 7.6 3.0 3.0 3.0 4.5 7.6

10人未満(n=69) 5.8 0.0 0.0 1.4 0.0 2.9 23.2

10～30人未満(n=54) 7.4 3.7 7.4 0.0 0.0 3.7 16.7

30～50人未満(n=17) 17.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 11.8

50～100人未満(n=19) 0.0 15.8 5.3 0.0 0.0 0.0 15.8

100～300人未満(n=11) 9.1 0.0 9.1 18.2 9.1 0.0 9.1

300人以上(n=19) 0.0 21.1 0.0 0.0 5.3 5.3 0.0

形
態
別

従
業
員
規
模
別

形
態
別

従
業
員
規
模
別
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８．ファミリー・サポート・センター事業の認知 

問 24．安芸高田市が取り組んでいるファミリー・サポート・センター事業につい

てご存知ですか。（○印１つ） 

 

ファミリー・サポート・センター事業の認知については、「名前も内容も知ら

ない」が 50.3％で最も高く、次いで「内容について知っている」（23.8％）、「名

前は聞いたことがあるが、内容については知らない」（22.2％）の順となってい

る。 

形態別では支社で、従業員規模別では 100～300 人未満で、「名前も内容も知

らない」の割合が比較的高い。 

 

 

問24．ファミリー・サポート・センター事業の認知

31.6

31.8

9.1

27.5

25.9

29.4

21.1

15.8

23.5

13.6

22.7

20.3

18.5

23.5

36.8

9.1

31.6

39.8

50.0

66.7

47.8

53.7

35.3

36.8

90.9

52.6

5.1

4.5

1.5

4.3

1.9

5.3

23.8 22.2 50.3 3.7

11.8

全体(N=189)

単独(n=98)

本社(n=22)

支社(n=66)

10人未満(n=69)

10～30人未満(n=54)

30～50人未満(n=17)

50～100人未満(n=19)

100～300人未満(n=11)

300人以上(n=19)

内容について知っている

名前は聞いたことがあるが、内容については知らない

名前も内容も知らない

無回答
（％）

【形態別】

【従業員規模別】
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９．ファミリー・サポート・センターの活用について 

問 25．事業所としてファミリー・サポート・センターを活用することついて、ど

のようにお考えですか。（○印１つ） 

 

ファミリー・サポート・センターの活用については、「利用は基本的に従業者

個人の判断に任せる方が良い」が 49.7％、「事業所として奨励はするが、どちら

かといえば従業者個人の判断に任せる方が良い」が 25.9％となっており、合わ

せると『従業者個人の判断に委任』の割合が７割以上となっている。 

形態別では本社で、従業員規模別では 100～300 人未満で、「事業所として奨

励はするが、どちらかといえば従業者個人の判断に任せる方が良い」の割合が

比較的高い。 

 

 
問25．ファミリー・サポート・センターの活用について

4.1

9.1

4.5

1.4

7.4

5.9

5.3

9.1

5.3

23.5

45.5

24.2

26.1

24.1

17.6

21.1

45.5

31.6

48.0

31.8

57.6

50.7

48.1

64.7

52.6

27.3

47.4

13.3

12.1

11.6

7.4

15.8

9.1

15.8

2.0

2.9

9.2

13.6

7.2

13.0

5.3

9.1

4.8 25.9 49.7

11.8

11.1
1.1

1.5

7.4全体(N=189)

単独(n=98)

本社(n=22)

支社(n=66)

10人未満(n=69)

10～30人未満(n=54)

30～50人未満(n=17)

50～100人未満(n=19)

100～300人未満(n=11)

300人以上(n=19)

ファミリー・サポート・センターを事業所としても積極的に活用していきたい

事業所として奨励はするが、どちらかといえば従業者個人の判断に任せる方が良い

利用は基本的に従業者個人の判断に任せる方が良い

どちらともいえない

その他

無回答
（％）

【形態別】

【従業員規模別】
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10．ワーク・ライフ・バランスの認知 

問 26．国や県、市では、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現

に向けての取り組みを推進していますが、そのことについてご存じですか。 

（○印１つ） 

 

ワーク・ライフ・バランスの認知については、「言葉も内容も知らない」が

39.7％で最も高く、次いで「言葉は聞いたことがあるが、内容については知ら

ない」（31.7％）、「言葉も内容も知っている」（23.3％）の順となっている。 

形態別では、本社で、従業員規模別では 50～100 人未満で、「言葉も内容も知っ

ている」割合が比較的高い。 

 

 

問26．ワーク・ライフ・バランスの認知

17.3

36.4

27.3

13.0

24.1

17.6

57.9

18.2

31.6

31.6

22.7

34.8

24.6

37.0

35.3

31.6

36.4

36.8

42.9

36.4

37.9

56.5

35.2

29.4

5.3

45.5

31.6

8.2

4.5

5.8

3.7

5.3

23.3 31.7 39.7

17.6

5.3全体(N=189)

単独(n=98)

本社(n=22)

支社(n=66)

10人未満(n=69)

10～30人未満(n=54)

30～50人未満(n=17)

50～100人未満(n=19)

100～300人未満(n=11)

300人以上(n=19)

言葉も内容も知っている

言葉は聞いたことがあるが、内容までは知らない

言葉も内容も知らない

無回答
（％）

【形態別】

【従業員規模別】
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11．ワーク・ライフ・バランス推進に必要と思うこと 

問 27．仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を推進するために、どの

ようなことが必要だと思いますか。（○印いくつでも） 

 

ワーク・ライフ・バランス推進に必要と思うことについては、「仕事と育児や

介護との両立支援など制度の充実を図る」が 29.6％で最も高く、次いで「保育

や介護などの施設やサービスの充実」（27.5％）、「社会全体の理解促進・啓発」

（ 24.9％）、「長時間残業の削減や労働時間の短縮など、働き方の見直し」

（22.2％）、「社内で両立支援制度を利用しやすい雰囲気をつくる」（20.6％）の

順となっている。 

 

 

問27．ワーク・ライフ・バランス推進に必要と思うこと

29.6

27.5

24.9

22.2

20.6

19.0

16.9

11.1

4.2

2.6

1.6

15.3

8.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

仕事と育児や介護との両立
支援など制度の充実を図る

保育や介護などの施設
やサービスの充実　　

社会全体の理解促進・啓発

長時間残業の削減や労働時間
の短縮など、働き方の見直し

社内で両立支援制度を利用
しやすい雰囲気をつくる　

経営者や従業員に対する研修

両立支援制度導入等に対
する公的な資金的支援　

事業所に対する両立支援制度の円滑な
導入に関する情報やノウハウの提供等

自社が実施している制度などを従業
員に積極的にＰＲし、理解を深める

非正規従業員の処遇の改善を図る

その他

わからない

無回答

（％）

全体(N=189)
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形態別では、支社で「仕事と育児や介護との両立支援など制度の充実を図る」

「長時間残業の削減や労働時間の短縮など、働き方の見直し」、単独で「両立支

援制度導入等に対する公的な資金的支援」の割合が比較的高い。 

従業員規模別では、300 人以上で「仕事と育児や介護との両立支援など制度の

充実を図る」「経営者や従業員に対する研修」「長時間残業の削減や労働時間の

短縮など、働き方の見直し」「社内で両立支援制度を利用しやすい雰囲気をつく

る」の割合が高い。また、50～100 人未満で「社会全体の理解促進・啓発」「事

業所に対する両立支援制度の円滑な導入に関する情報やノウハウの提供等」の

割合が比較的高い。 

 

問27．ワーク・ライフ・バランス推進に必要と思うこと（％）

仕
事
と
育
児
や
介
護
と

の
両
立
支
援
な
ど
制
度

の
充
実
を
図
る

保
育
や
介
護
な
ど
の
施

設
や
サ
ー

ビ
ス
の
充
実

社
会
全
体
の
理
解
促

進
・
啓
発

長
時
間
残
業
の
削
減
や

労
働
時
間
の
短
縮
な

ど

、
働
き
方
の
見
直
し

社
内
で
両
立
支
援
制
度

を
利
用
し
や
す
い
雰
囲

気
を
つ
く
る

経
営
者
や
従
業
員
に
対

す
る
研
修

全体(N=189) 29.6 27.5 24.9 22.2 20.6 19.0

単独(n=98) 26.5 29.6 21.4 15.3 15.3 7.1

本社(n=22) 27.3 22.7 18.2 13.6 22.7 31.8

支社(n=66) 36.4 25.8 33.3 33.3 28.8 31.8

10人未満(n=69) 23.2 31.9 24.6 11.6 11.6 8.7

10～30人未満(n=54) 35.2 29.6 24.1 29.6 27.8 16.7

30～50人未満(n=17) 29.4 11.8 11.8 23.5 23.5 41.2

50～100人未満(n=19) 26.3 31.6 47.4 26.3 10.5 10.5

100～300人未満(n=11) 18.2 18.2 9.1 9.1 27.3 27.3

300人以上(n=19) 47.4 21.1 26.3 42.1 36.8 47.4

両
立
支
援
制
度
導
入
等

に
対
す
る
公
的
な
資
金

的
支
援

事
業
所
に
対
す
る
両
立

支
援
制
度
の
円
滑
な
導

入
に
関
す
る
情
報
や
ノ

ウ
ハ
ウ
の
提
供
等

自
社
が
実
施
し
て
い
る

制
度
な
ど
を
従
業
員
に

積
極
的
に
Ｐ
Ｒ
し

、
理

解
を
深
め
る

非
正
規
従
業
員
の
処
遇

の
改
善
を
図
る

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

全体(N=189) 16.9 11.1 4.2 2.6 1.6 15.3

単独(n=98) 23.5 9.2 2.0 2.0 1.0 24.5

本社(n=22) 9.1 4.5 4.5 0.0 0.0 9.1

支社(n=66) 10.6 16.7 7.6 4.5 3.0 4.5

10人未満(n=69) 20.3 7.2 4.3 0.0 1.4 26.1

10～30人未満(n=54) 14.8 9.3 3.7 5.6 1.9 13.0

30～50人未満(n=17) 11.8 11.8 0.0 0.0 0.0 17.6

50～100人未満(n=19) 10.5 26.3 5.3 0.0 0.0 5.3

100～300人未満(n=11) 36.4 9.1 0.0 9.1 9.1 0.0

300人以上(n=19) 10.5 15.8 10.5 5.3 0.0 0.0

形
態
別

従
業
員
規
模
別

形
態
別

従
業
員
規
模
別
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【３】男女がともに働きやすい職場環境について  

１．セクシュアル・ハラスメントが発生する原因 

問 28．セクシュアル・ハラスメントが発生する原因は何だと思いますか。 

（○印３つまで） 

 

セクシュアル・ハラスメントが発生する原因については、「男女間には、性的

な言動に対する大きな意識の差があるから」が 45.0％で最も高く、次いで「公

的な場所である職場へ私的な性的関心を持ち込むから」、「プライベートな事柄

まで、干渉する人がいるから」（各 34.9％）の順となっている。 

 

 

問28．セクシュアル・ハラスメントが発生する原因

45.0

34.9

34.9

19.0

10.6

8.5

7.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

男女間には、性的な言動に対する
大きな意識の差があるから　　　

公的な場所である職場へ私的
な性的関心を持ち込むから　

プライベートな事柄まで、
干渉する人がいるから　　

職場が、雇用管理において、男性中心
の発想から抜け出せていないから　　

「男は外で働き女は家庭を守るべき」といっ
た男女の固定的な役割分担意識があるから

その他

無回答

（％）

全体(N=189)
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２．セクシュアル・ハラスメント対応が困難な点 

問 29．貴事業所において、セクシュアル・ハラスメントが起こった場合、対応と

して特に難しいと感じているのはどのようなことですか。 

（○印いくつでも） 

 

セクシュアル・ハラスメント対応については「特に難しいと感じていること

はない」が 34.4％みられるが、困難な点としては、「当事者の言い分が食い違う

等、事実確認が難しい」が 36.5％で最も高く、次いで「プライバシーの保持が

難しい」（31.2％）の順となっている。 

 

 

問29．セクシュアル・ハラスメント対応が困難な点

36.5

31.2

11.1

7.9

2.6

2.6

34.4

7.9

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

当事者の言い分が食い違う
等、事実確認が難しい　　

プライバシーの保持が難しい

相談を受けた後、どのように
対処したらよいかわからない

相談を受ける時に、どういう点
に留意すべきかわからない　　

日常の業務が忙しいため、
対応する余裕がない　　　

その他

特に難しいと感じていることはない

無回答

（％）

全体(N=189)
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３．セクシュアル・ハラスメント防止等対策 

問 30．貴事業所では、セクシュアル・ハラスメント防止や対応に関してどのよう

な対策をとっていますか。（○印いくつでも） 

 

女性の雇用についての変化は、「特に対策はとっていない」が 49.7％と半数近

くで最も高いものの、対策としては「セクハラの相談、苦情を受け付ける相談

窓口を設置している」が 28.6％で最も高く、次いで「倫理規定や行動基準等を、

就業規則に盛り込んでいる」（27.0％）、「セクハラ防止のための意識改革・啓発

のための管理職研修をおこなっている」（21.2％）の順となっている。 

 

問30．セクシュアル・ハラスメント防止等対策

28.6

27.0

21.2

18.5

17.5

15.9

10.1

6.3

5.3

2.1

49.7

5.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

セクハラの相談、苦情を受け付
ける相談窓口を設置している　

倫理規定や行動基準等を、
就業規則に盛り込んでいる

セクハラ防止のための意識改革・啓発
のための従業員研修をおこなっている

セクハラ防止のための意識改革・啓発
のための管理職研修をおこなっている

セクハラ防止に向けての社内通達
やパンフレットを配布している　

相談窓口担当者に女性をおいている

セクハラについて、顧問弁護士やカウン
セラー等に依頼できるようにしている　

相談窓口担当者の研修を実施している

労使による苦情処理委員会を設けている

その他

特に対策はとっていない

無回答

（％）

全体(N=189)
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形態別では支社は、おおむねすべての項目の割合が高く、特に「セクハラの

相談、苦情を受け付ける相談窓口を設置している」割合は半数を占める。また、

本社で「倫理規定や行動基準等を、就業規則に盛り込んでいる」の割合が過半

数となっている。一方、単独では「特に対策はとっていない」が多数を占めて

いる。 

従業員規模別では、10 人未満で「特に対策はとっていない」が多く、300 人

以上では、ほとんどの項目で割合が高く「セクハラの相談、苦情を受け付ける

相談窓口を設置している」割合は特に高くなっている。 

 

問30．セクシュアル・ハラスメント防止等対策（％）

セ
ク
ハ
ラ
の
相
談

、
苦

情
を
受
け
付
け
る
相
談

窓
口
を
設
置
し
て
い
る

倫
理
規
定
や
行
動
基
準

等
を

、
就
業
規
則
に
盛

り
込
ん
で
い
る

セ
ク
ハ
ラ
防
止
の
た
め

の
意
識
改
革
・
啓
発
の

た
め
の
従
業
員
研
修
を

お
こ
な

っ
て
い
る

セ
ク
ハ
ラ
防
止
の
た
め

の
意
識
改
革
・
啓
発
の

た
め
の
管
理
職
研
修
を

お
こ
な

っ
て
い
る

セ
ク
ハ
ラ
防
止
に
向
け

て
の
社
内
通
達
や
パ
ン

フ
レ

ッ
ト
を
配
布
し
て

い
る

相
談
窓
口
担
当
者
に
女

性
を
お
い
て
い
る

全体(N=189) 28.6 27.0 21.2 18.5 17.5 15.9

単独(n=98) 14.3 15.3 13.3 10.2 6.1 11.2

本社(n=22) 27.3 54.5 4.5 13.6 18.2 9.1

支社(n=66) 50.0 36.4 39.4 33.3 33.3 24.2

10人未満(n=69) 14.5 13.0 10.1 10.1 8.7 8.7

10～30人未満(n=54) 35.2 27.8 33.3 16.7 11.1 22.2

30～50人未満(n=17) 23.5 35.3 11.8 17.6 17.6 11.8

50～100人未満(n=19) 15.8 31.6 5.3 21.1 10.5 0.0

100～300人未満(n=11) 18.2 27.3 9.1 9.1 36.4 9.1

300人以上(n=19) 84.2 63.2 57.9 57.9 63.2 47.4

セ
ク
ハ
ラ
に
つ
い
て

、

顧
問
弁
護
士
や
カ
ウ
ン

セ
ラ
ー

等
に
依
頼
で
き

る
よ
う
に
し
て
い
る

相
談
窓
口
担
当
者
の
研

修
を
実
施
し
て
い
る

労
使
に
よ
る
苦
情
処
理

委
員
会
を
設
け
て
い
る

そ
の
他

特
に
対
策
は
と

っ
て
い

な
い

全体(N=189) 10.1 6.3 5.3 2.1 49.7

単独(n=98) 3.1 5.1 1.0 3.1 66.3

本社(n=22) 13.6 9.1 9.1 0.0 36.4

支社(n=66) 19.7 7.6 10.6 1.5 28.8

10人未満(n=69) 5.8 2.9 2.9 4.3 66.7

10～30人未満(n=54) 3.7 7.4 3.7 1.9 46.3

30～50人未満(n=17) 5.9 11.8 5.9 0.0 58.8

50～100人未満(n=19) 5.3 10.5 0.0 0.0 31.6

100～300人未満(n=11) 9.1 0.0 0.0 0.0 54.5

300人以上(n=19) 52.6 10.5 26.3 0.0 5.3

形
態
別

従
業
員
規
模
別

形
態
別

従
業
員
規
模
別
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４．セクシュアル・ハラスメントに関する相談等の有無 

問 31．貴事業所では、これまでにセクシュアル・ハラスメントに関して相談等が

ありましたか。 

 

セクシュアル・ハラスメントに関する相談等の有無については、全体で「あっ

た」割合は 4.2％であり、形態別、従業員規模別でみても「あった」割合は１割

程度となっている。 

相談があった件数は、「１件」が４件、「２件」が４件となっている。 

 

 

問31．セクシュアル・ハラスメントに関する相談等の有無

3.1

9.1

4.5

1.4

3.7

11.8

5.3

9.1

5.3

90.8

86.4

93.9

89.9

92.6

88.2

89.5

90.9

94.7

6.1

4.5

1.5

8.7

3.7

5.3

4.2 91.0 4.8全体(N=189)

単独(n=98)

本社(n=22)

支社(n=66)

10人未満(n=69)

10～30人未満(n=54)

30～50人未満(n=17)

50～100人未満(n=19)

100～300人未満(n=11)

300人以上(n=19)

あった なかった 無回答
（％）

【形態別】

【従業員規模別】

相談があった件数→「１件あった」＝４件、「２件あった」＝４件

次の問32はグラフ無し(n=8)。
件数でコメント。
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５．セクシュアル・ハラスメントが起こった時の対応 

問 32．（問 31 で１と回答された方に）セクシュアル・ハラスメントが起こった後

に、どのような対応をしましたか。（○印いくつでも） 

 

セクシュアル・ハラスメントの相談が「あった」と回答した事業所（８件）

のセクシュアル・ハラスメントが起こった時の対応としては、「相談者と加害者

から事実確認を行った」が６件、「就業規則に基づき、加害者への厳重注意、ま

たは処分を行った」、「再発防止のために職場環境の見直しや周知・研修を行っ

た」が各４件、「加害者に対し人事上の措置（配転・異動など）を行った」が３

件、「相談者に対しメンタルケアを長期に渡り行った」が１件となっている。 
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【４】男女共同参画について  

１．男女共同参画社会基本法の認知 

問 33．平成 11 年６月に「男女共同参画社会基本法」が施行されましたが、この

法律についてどの程度ご存知ですか。（○印１つ） 

 

男女共同参画社会基本法の認知については、「内容について知っている」が

40.7％、「名前は聞いたことがあるが、内容については知らない」が 38.6％となっ

ており、「名前も内容も知らない」は 15.3％である。 

形態別では、本社で、従業員規模別では 100～300 人未満で、「内容について

知っている」割合が比較的高い。 

 

 

問33．男女共同参画社会基本法の認知

37.8

50.0

40.9

33.3

38.9

47.1

36.8

72.7

52.6

42.9

31.8

36.4

42.0

37.0

35.3

47.4

27.3

31.6

14.3

13.6

18.2

15.9

20.4

11.8

10.5

15.8

5.1

4.5

4.5

8.7

3.7

5.3

40.7 38.6 15.3

5.9

5.3全体(N=189)

単独(n=98)

本社(n=22)

支社(n=66)

10人未満(n=69)

10～30人未満(n=54)

30～50人未満(n=17)

50～100人未満(n=19)

100～300人未満(n=11)

300人以上(n=19)

内容について知っている

名前は聞いたことがあるが、内容については知らない

名前も内容も知らない

無回答
（％）

【形態別】

【従業員規模別】
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２．事業者として力を入れるべきこと 

問 34．次にあげる考え方について、事業者として力を入れるべきと思われるもの

をお答えください。（○印いくつでも） 

 

事業者として力を入れるべきことについては、「配置・昇進・教育訓練におい

て男女差がないこと」が 53.4％で最も高く、次いで「募集・採用において男女

差がないこと」（49.7％）、「賃金において男女差がないこと」（47.1％）、「仕事

と家庭の両立を可能にするような環境整備が十分であること（労働時間の調整、

学校行事等の参加のための休暇制度など）」（42.9％）、「定年・退職・解雇にお

いて男女差がないこと」（41.3％）の順となっている。 

 

 

問34．事業者として力を入れるべきこと

53.4

49.7

47.1

42.9

41.3

30.2

27.5

27.0

24.9

14.8

7.9

9.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

配置・昇進・教育訓練に
おいて男女差がないこと

募集・採用において男女差がないこと

賃金において男女差がないこと

仕事と家庭の両立を可能にするよう
な環境整備が十分であること（※1）

定年・退職・解雇において男女差がないこと

育児などでいったん退職した場合
の再就職の機会があること　　　

育児休業制度・介護休業制度が女性
に偏ることなく活用されていること

性別による仕事の分業がないこと

セクシュアル・ハラスメント（※2）
の防止措置が取られていること　　

男女間の不平等を解消するため、女性の
登用を進めるなどの取り組みをすること

あてはまるものはない

無回答

（％）

全体(N=189)

※1 労働時間の調整、学校行事等の参加のための休暇制度など
※2 性的嫌がらせ
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３．行政に求める支援や補助 

問 35．行政からどのような支援、補助があれば、貴社（事業所）として男女共同

参画への取り組みがおこないやすくなると思いますか。（○印いくつでも） 

 

行政に求める支援や補助については、「財政的支援（奨励金、低金利融資など）」

が 37.6％で最も高く、次いで「啓発を推進し市民意識が高まること」（24.9％）、

「他の企業の取り組み事例の紹介（セミナーの開催など）」（21.2％）の順となっ

ている。 

 

 

問35．行政に求める支援や補助

37.6

24.9

21.2

13.2

10.1

7.4

6.9

3.7

4.8

21.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0

財政的支援（※1）

啓発を推進し市民意識が高まること

他の企業の取り組み事例の紹介（※2）

研修会の開催

取り組み企業の積極的ＰＲに
よるイメージアップ（※3）　

コンサルティング支援

企業活動へのインセンティブの付与（※4）

男女共同参画推進員の設置支援

その他

無回答

（％）

全体(N=189)

※1 奨励金、低金利融資など
※2 セミナーの開催など
※3 市の表彰制度や広報紙等への掲載など
※4 入札での優遇など動機付けとなる措置
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【５】自由回答  

１．取り組んでいる内容や制度の運用状況（フリーアンサー集約） 

問 21．（問 20 で 1～10 と回答された方に）貴事業所で取り組んでいる内容や制度

の運用状況について詳しくご記入ください。また、取り組んでみた理由や、

良かったと思えることがあればご記入ください。※内容について記入しき

れない場合は、別途資料を添付していただくようお願いします。 

 

■就業規則には規定されているが、実際に取得したケースはない。（農林漁業／本社

300 人以上） 

■子育て世代は、ほぼ共働きで家計を支えています。妻に時間が取れない場合は、

夫が育児に参加することは必要なことだと思っています。（建設業／単独 10 人未

満） 

■学校行事などで休暇を取りやすい職場環境を作っています。（建設業／単独 10 人

未満） 

■育児休業制度を遠慮なく申請するように説明したところ、保育所の行事に参加す

ることや、病児の看護も自分でできるということで利用者も多い。３人目、４人

目を出産する社員もいて、尐子化の歯止めの役割を担っている感じがする。（建設

業／単独 10 人未満） 

■育児・介護休暇を遠慮なく申し出できる社風である。（建設業／単独 10～29 人） 

■特に問題なく実施されている。人材の流出を防げることが利点である。（建設業／

単独 10～29 人） 

■男性従業員も育児休業が取得可能ということも周知する。（建設業／単独 10～29

人） 

■従業員が尐なく、特に規定を設けておりません。（建設業／本社 10 人未満） 

■就業規則に育児及び介護休業等の規定を作っており、育児及び介護休業を取りや

すいように努力をしています。（建設業／本社 50～99 人） 

■時給制度なので、自由に働いてもらっている。（製造業／単独 10 人未満） 

■学校行事や PTA 行事に参加する社員に対し、有給休暇を取りやすいようにしてい

る。（製造業／単独 30～49 人） 

■育児・介護休業の取得については、過去に実績があります。また、学校行事等に

参加しやすいように半日休暇制度を設けており、多くの社員が利用しています。

（製造業／単独 50～99 人） 

■本人の申請で、許可を出しています。突発的な申請もありますが他の従業員がフォ

ローをしており、何の問題もありません。（製造業／単独 50～99 人） 

■パート契約については、本人の希望を聞いて決めています。社内の応援態勢を整

え、育児休暇取得者が出ても、業務に支障がない環境を整備しています。（製造業

／本社 50～99 人） 
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■本人の申し出により、勤務時間等を臨機応変に変更している。（製造業／支社 50

～99 人） 

■30 分毎の有給休暇取得制度を導入している。（製造業／支社 50～99 人） 

■就業規則に育児・介護に関する条項があり、育児休業を申請した社員がいます。（製

造業／支社 50～99 人） 

■平成 23 年１月より、２時間有給取得制度を実施しており、社員に好評である。（製

造業／支社 50～99 人） 

■就業規則以外の取り組みは尐ない状況です。（製造業／支社 100～149 人） 

■育児・介護休暇とも細かく規定を設けて、利用しやすい体制を整えています。（製

造業／支社 100～149 人） 

■半日休暇制度を取り入れています。（製造業／支社 100～149 人） 

■育児休業、介護休業制度とも充実していると思います。（製造業／支社 200～299

人） 

■正社員に限らず、パート・アルバイト社員にも育児・介護休暇制度がある。また、

時間外労働の免除制度もある。職場復帰後、再研修の時間が短縮でき、新人育成

より効果があると感じている。（製造業／支社 300 人以上） 

■育児休暇・介護休暇等を設けており、社員が会社復帰しやすい職場になっていま

す。（製造業／支社 300 人以上） 

■育児休業、介護休業の規定を設けている。取り組んだ理由は法律の施行によるも

のである。現在、積極的に利用している社員は尐ない。（運輸業・郵便業／本社 50

～99 人） 

■就業規則に規定はあるが、今のところ該当者なし。（運輸業・郵便業／支社 10～29

人） 

■行事等で休暇を取ることについては何も言わない。（卸売業・小売業／単独 10 人

未満） 

■事務系の場合、仕事の段取りができていれば、いつ休んでも問題はない。（卸売業・

小売業／本社 10～29 人） 

■子どもが小さいパート社員には、負担の軽いポストに配置転換しています。（卸売

業・小売業／支社 10～29 人） 

■育児休業は、子どもが満３歳に達した月の末日まで。また、子どもが小学校３年

までは、育児短縮勤務制度あり。介護休業期間は、対象家族１人につき、最長１

年とする。（卸売業・小売業／支社 300 人以上） 

■育児休業なし。介護休暇については、優先的に与えている。（金融業・保険業／本

社 10 人未満） 

■育児休業や介護休業規定が制定されている。但し、利用状況については、人員の

問題もあり低調である。（金融業・保険業／支社 10～29 人） 
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■当社の規則に則った運用をしています。（金融業・保険業／支社 10～29 人） 

■育児休暇（最長３年）、育児期間中の軽減勤務（１日に２時間）。（金融業・保険業

／支社 300 人以上） 

■育児休業、育児休暇を活用中。（金融業・保険業／支社 300 人以上） 

■現在利用者なし。（金融業・保険業／支社 300 人以上） 

■学校行事や私用の用事でも気兼ねなく休める。（医療・福祉／単独 10～29 人） 

■法律及び法令の定めるところにより、育児・介護規定を運用している。（医療・福

祉／単独 10～29 人） 

■介護で制度を利用した職員はいないが、育児では時間短縮を利用して勤務してく

れる看護師が数人いるので助かっている。（医療・福祉／単独 30～49 人） 

■出来る限りのバックアップ体制を敷いている。（医療・福祉／支社 10～29 人） 

■育児・介護について申し出があれば、柔軟に対応するようにしている。（サービス

業／単独 30～49 人） 

■就業規則に育児・介護における休業制度を設けているが、現在利用者はいません。

（サービス業／単独 30～49 人） 

■対象年齢が尐ない。（サービス業／支社 30～49 人） 
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■育児・介護休業、短時間勤務の措置の適用の規則がある。（その他／単独 10～29

人） 

■一定の条件のもと、勤務時間の変更や短縮ができる育児休業や介護休暇制度を運

用している。（その他／単独 30～49 人） 

■以前、女子事務員が育児休暇を利用した時に、アルバイトを補充したことがある。

当社においては、従業員数に余裕がなく長期間の休業への対応は困難な状況であ

る。（その他／支社 10 人未満） 

■県の諸制度の周知を図るために、資料の配布や回覧を実施している。（その他／形

態不明 10～29 人） 

 

 

２．取り組めない理由 

問 22．（問 20 で 12 と回答された方に）貴事業所で特に取り組めない理由につい

て詳しくご記入ください。 

 

■現在、女性社員はいない。（サービス業／単独 10 人未満） 

■これに対応するスタッフがいない。（建設業／単独 10 人未満） 

■独身者が多く、事例が尐ないこともあります。（製造業／支社 100～149 人） 
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３．意見・提案等（フリーアンサー集約） 

問 36．貴事業所と行政が協働で、男女共同参画社会を実現するためには、どのよ

うな事を重点的に取り組むべきか、ご意見、ご提案等がありましたら、ご

自由にお書きください。 

 

■育児休暇を取ることが当たり前という社会になるとよいと思います。（農林漁業／

支社 10 人未満） 

■今もなお、男性上位の考え方が横行する中で、男女共同参画社会ということは容

易なことではないと思います。マニュアルやセミナーに力を注ぐ前に、男性職員

の意識改革をすることが１番だと思います。（建設業／単独 10 人未満） 

■子どものころからの教育。大人になってから、意識を変えることは難しい。（建設

業／単独 10 人未満） 

■女性には力仕事等、出来ないことが多い。（建設業／単独 10 人未満） 

■2009 年に、子育て中の人や高齢者の方にも働いてもらえる労働環境を作りました。

（製造業／本社 50～99 人） 

■いわゆる「３Ｋ労働」の現場が多く、女性が集まってこないのが現状です。（製造

業／支社 100～149 人） 

■若者への就職先の紹介や企業誘致などを行って、人口を増やしてほしい。（製造業

／支社 200～299 人） 

■女性が社会に進出することはよいことだと思う。（製造業／支社 10～29 人） 

■性別に関係なく、同じ認識を共有することが大事だと思う。（製造業／支社 50～99

人） 

■当社の場合、親会社の規定に準じた対応を行っているため、独自の取り組みとは

ならない。（製造業／単独 10 人未満） 

■女性が仕事をしやすい環境の整備が急務だと思います。育児や介護のため、女性

は企業が求める労働条件と合わない点があります。そのような方でも、迎え入れ

てくれる企業が必要だと思います。（運輸業・郵便業／本社 100～149 人） 

■当社のような中小企業は、男女を問わずやる気のある人材を求めています。男女

の差はありません。（運輸業・郵便業／単独 10 人未満） 

■行政での研修等により、企業の認識を共有化することが大切だと思います。（卸売

業・小売業／支社 10～29 人） 

■質問に当てはまらないことが多く、どのように回答してよいのかわかりません。

（卸売業・小売業／支社 50～99 人） 

■当社では男女の差ではなく、個人の能力で判断しています。（卸売業・小売業／単

独 10 人未満） 
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■行政による、各企業への訪問を希望する。（金融業・保険業／本社 10 人未満） 

■男女共同参画社会のイメージができないので、回答できない。（金融業・保険業／

支社 10 人未満） 

■遠距離通勤となるような配置転換は、極力行わない。（教育・学習支援業／単独 10

～29 人） 

■積極的な啓発活動により、男女共同参画が自然に受け入れられる環境づくりを希

望します。（教育・学習支援業／支社 10～29 人） 

■当社は特殊な業種で、女性が敬遠する職種である。しかし、仕事に対する意欲が

あれば歓迎する。（その他／支社 10 人未満） 

 

 

 


